介護の人材確保と事業所の「使命」～パーソナルアシスタンスフォーラム～
０７．１０．２２

ＮＰＯ法人ともにネット　藤内昌信

１．ＮＰＯ法人ともにネットは

　2000年度施設職員だった藤内が地域の有志によびかけ、施設に送らない・施設からの受け皿となるセンターをつくりたいとの想いから
　2001年度より、小平市を中心に有料の自主事業開始。2003年度支援費制度以降、地域生活支援事業（居宅・ショート・ケアホーム、移動支援、相談支援）を実施。利用者は知的障害者(入所施設の利用者含め)が多い。

　現在、常勤7名、非常勤５名（事務含む）、登録ヘルパー（実動30名くらい）
　登録ヘルパーは入れ替わりが激しい。学生が終わり就職とか、通所・入所職員になったものも
　

「行動援護の支給決定を受けても、利用できない」・・対応できる事業所がない・ヘルパーがいない！
「ごめんなさい」と頭を下げる毎日・・頭を下げるのは枡添大臣のはずだ！
２．「長続きする」人材確保のためには

（１）目標３５０万のためには

　　　基本的な単価設定への「ものいい」

　　　基本の国単価・都の上乗せ単価

　　　　介護あり・なし、身体・家事は3,000円と2,000円くらいで

　　　　支援費制度開始当初1時間あたり収入2,300～2,400円→1900円に

　　　＊居宅ネットの都要望書　ショートやグループホームにある都の上乗せを居宅にも
　　　＊小平居宅事業者交流会移動支援要望　別紙
　　　施設労働者がヘルパーやケアホーム世話人になるとき、その給与の差は、「おもしろみ」補てんで減額できる分は１／５～１／４くらい？

　　　400万→300万だとためらう職員は多いと思うが、これが400万→350万だとけっこう職員の地域移行はあるかもしれない？（せこい話です）
　　　居宅だけでは成り立たない論・小さくちゃだめ論には意地でも対抗したい

（２）事業所の理念や、懸けている思いを伝えること
　　　事業所ではあるけれど、地域を変える運動を担う「使命」
　　　ヘルパーの意地と根性を社会に伝えていくこと
　　　施設労働者の使命は自分が施設労働者でなくなる社会をつくることであること
居宅の事業所の使命は、障害者の地域での暮らしを支える仕事の価値を明らかにしていくこと、「動く施設」をつくらない努力を不断におこなうこと
（３）利用者が「大事に」使い育てること
　　　なるべく長時間で、安易なキャンセルをしないなどは基本として
　　　ラブコールを（ちょっと我慢して育ててほしい）
